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の動向について
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電話番号：03-5759-0306
所在地：東京都千代田区平河町2-5-3 Nagatacho GRID
設立：2016年1月15日

代表理事：

上田祐司（株式会社ガイアックス 代表執行役社長 CEO）

重松大輔（株式会社スペースマーケット 代表取締役 CEO）

理事：

甲田恵子（株式会社AsMama 代表取締役社長 CEO）

角田千佳（株式会社エニタイムズ 代表取締役社長 CEO）

南章行（株式会社ココナラ 代表取締役）

吉田浩一郎（株式会社クラウドワークス 代表取締役社長 CEO）

中山亮太郎 （株式会社サイバーエージェント・クラウドファンディング代表取締役）

アドバイザー：

鈴木敦子（NPO法人ETIC. 理事兼事務局長） 佐々木俊尚(IT ジャーナリスト)



すべての人が様々なカタチで、

経済行為に参加できる社会の実現

新しい経済行為を活性化させ、

日本経済全体の発展に寄与すること

プラットフォーム事業者の健全なる

ビジネス環境と利用者保護体制の整備

活動目的
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270社の会員企業



SHARING SOCIETY

個人主役の経済へ。
日本経済は、大企業中心の設計だった。

教育、働き方、人生設計、まちづくりまであらゆる物事が、“大企業”という論理構造から逆算され、作られてきた。多くの日本人が、
そのピラミッドの中で生きてきた。

しかし、これほどモノや情報が溢れ、技術革新が起こる時代に、その仕組みは賞味期限が切れている。もっと他のやり方がある。
その事実に、私たちは気づいている。

そこで生まれたのが、シェア。

シェアリングエコノミーというのは、これまでの延長にあるビジネストレンドではなく、

経済の主役を変えるパラダイムシフトなのだ。

大企業中心の経済から、個人中心の経済へ。

シェアという発想が個人と個人をつなぎ、国、地域、NPO、企業、大学などが垣根を越えて、

一人ひとりが主役になれる社会をつくっていく。

そんな“シェアリングソサエティ”こそが、次なる日本経済のコンセプトだと私たちは信じている

これからは個人をエンパワーメントする組織だけが生き残り、経済は画一的なものではなく、もっと関わる人の血が通った、手触り
のあるものが、人や地域の数だけ生まれていく。

新しい時代の主役は、“誰か”ではない。

すべては、あなたのアクションから始まるのだ。
5



シェアワーカーのためのスキルアップ機会、保険や福利厚生などをカバーする
「SHARING Benefit（シェアリングベネフィット）」の提供、および制度改正や法整
備等にシェアワーカーの意見や要望を社会に発信を目的とした個人会員制度を新設

2018年9月7日_設立記者会見

シェアワーカーをサポートする個人会員制度を新設
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シェアリングエコノミー認証マークの付与

シェアリングエコノミー検討会議中間報告書（2016年11月に内閣官房IT総合戦

略室が発表）のモデルガイドラインをもとに、政府による法規制と民間の自主

規制を組み合わせたハイブリッドなルールを策定（現在20サービスを認証）

認証一覧：TABICA、スペースマーケット、Uber、ランサーズ、タスカジ、アズママ、ANYTIMES、 ココナ
ラ、iRepairs Lab、Spacee、Crowd Care、クラウドワークス、notteco、かじなび、ecbo cloak、UberEATS、
KANTE、Makuake、キズナシッター、軒先パーキング

官民連携した安全対策への取り組み
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シェアリングエコノミーとは？
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クラウドワークスワークス

ココナラ

minne

スペースマーケット
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駐車場シェアのakkipaが100万会員突破
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平成30年度：2018月6月15日発表

『 骨太方針2018』『未来投資戦略2018』 に記載

政府動向
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2016年7月～10月 シェアリングエコノミー検討会議実施

2016年11月 モデルガイドラインを発表

2017年1月 内閣官房シェアリングエコノミー促進室が設置される

2017年10月～ シェアリングエコノミータスクフォース設置

2018年4月〜 シェアリングエコノミー活用推進事業

政府動向
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個人主体型の経済活動による

地方の高齢者や子育て女性・障害者など誰もが「稼げる」機会の創出

地方に存在している魅力や資源を掘り起こす

2.

個人が供給者になれる 個人の社会参画革命

従来
（BtoC、GtoC）

供給者 受給者

一方通行

シェアリングエコノミー
（CtoC）

供給者 受給者

双方向
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2.
地域にいながら好きな時間に好きな場所で仕事ができる、

生きがいを見つけられ続ける
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空間・遊休施設のシェア 民家の駐車場スペースのシェア

家主居住型ホームシェア（民泊）地方ならではのローカルな
個人のガイド・ツアー企画

お城のシェア

廃校のシェア キッチンカーの

スペース

農家による

農業体験

ニッチな町歩き

阿波踊りの

イベント民泊

人気スポット
近くの駐車場

酒蔵リノベ民泊 20



地方ならではのローカルな
個人のガイド・ツアー企画

地域のママの
子どもの預かりあい

不動産特化型
クラウドファウンディング

地域の困りごと助け合い
マッチング

飛騨高山

善光寺

宿泊・体験

21



とびっきりParty Market with PERRIERうちスタ

シェア空間で仲間と素敵な体験をする
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バッグ・洋服のシェアでお洒落を楽しむ
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シェア前提で所有する車
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シェアサービスに関わる規制課題
と公的統計の整備への要望
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各国の規制と市場を調査し、国内の規制が緩和されることでど

れだけの市場が眠っているのか予測してもらいたい



１．配送シェア

２．ミールシェア

現状課題 関連法令

自家用自動車の有償運送利用については、国交省通達「年末
年始及び夏期等繁忙期におけるトラック輸送対策について」
（平成26年6月9日付国自貨第16号）により、年末年始・夏季等
繁忙期に限って認められているが、その他の期間における需要
の上振れには対応できない仕組みになっている。

 道路運送法第78条第1項3号
及び国土交通省自動車局貨物
課長名通達「年末年始及び夏
期等繁忙期におけるトラック
輸送対策について」（平成26
年6月9日付国自貨第16号

現状課題 関連規制

個人宅等での有償による食事提供について、食品衛生法上の
飲食店営業に該当するかどうかの判断が保健所によって異なる。
飲食店営業に当たる場合、営業許可のハードルが高く、提供

できる食体験の形態に制約がある。

 食品衛生法

規制を抱えるシェアサービス①



3．民泊

現状課題 関連法令

（１）家主居住型における制限
近隣トラブル等は家主居住型においては起こりにくく、また一
人で複数運営もできずゲストとの交流が促進されます。宿泊密
集地区を外れた場所に多いことにより、典型的な観光施設とは
異なる地元の店へ観光客を誘導し、地域経済に恩恵をもたらす
ため、制限することで様々な機会を失っている。
（２）個人には手続きが複雑
届出書類が多く、書類を集めるために何箇所も関係機関に行く
必要があり、また根拠のない指導がなされることも多く、事実
上許可制に近くなっている。
（３）個人情報の問題
自治体によっては届出番号・住所に加えて氏名・電話番号まで
公開され、業者、警察などから本来の意図と異なる目的で電話
が入ることがある。詐欺や行き過ぎた営業に利用されるリスク
もある。
（４）条例による制限
多くの条例において、住居専用地域における民泊が一律かつ広
範に制限されており、住人の交流機会を奪い、地域を盛り上げ
ようとする機運を失わせている。

 住宅宿泊事業法
 条例

規制を抱えるシェアサービス②



4．シェアサイクル

現状課題 関連規制

（１）公開空地におけるポート設置
東京都では、運用上、区のシェアサイクル実証事業であれば公開空
地にポートを設置することが認められているが、区が関与しない民
間事業の場合には、ポートの常設が認められていない。
（２）商業施設におけるポート設置
百貨店・スーパー等、大量の自転車駐輪需要を生じさせる施設に対
し、一定の駐輪施設の設置を義務付ける、通称「附置義務条例」は、
シェアサイクルのポートによる要件充足を認めていない。
（３）公道等へのポート設置
公道にポートを設置するには、道路管理者による道路占有許可と、
所轄警察署長の道路使用許可の双方を取得する必要があるが、現実
には、警察署の道路使用許可の取得が非常に難しく、公道へのポー
ト設置が広がらない。

 条例

規制を抱えるシェアサービス③

海外では電動キックボードや電動バイクのシェアが

急激に広がっており、シェアサイクルと同様の課題が想定される



5．ペット版民泊

現状課題 関連規制

個人が自らの自宅で動物を有償で預かる場合、動物愛護法に従い、
第一種動物取扱業として都道府県知事の登録を受けなければならな
い。
第一種動物取扱業の登録要件として、動物取扱責任者を選任する

こと、標識を掲示すること、ケージ・死体の一時保管場所などの飼
養施設を設置することなど、一般個人にはそぐわない要件が課され
ている。

 動物愛護法

規制を抱えるシェアサービス④



シェアリングシティ
- 自治体と連携した持続可能な地域社会 -
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• 赤字運営の公共施設

• 高費用負担の就業支援、福祉サービス

• 採算度外視の観光促進

• 限られた地方予算と中央依存

シェアリングエコノミーで
公助から共助社会へ

補助金より

小さな自治体へ

地方自治体は、少子高齢化でさまざまな課題を抱えている。
公共サービスに依存していては、予算的にも人員的にも破綻する。

シェアリングエコノミーの利活用はその解決策になり得る。
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民間主導型
福祉シェア施設

財政負担の高い
公共サービスを
シェアに転換

シェアによる
資金調達支援

代替公共交通
手段を

シェアで解決

シェアリングエコノミーを街全体のインフラとして積極的に活用する

持続可能な地域経済システム

シェアサービス活
用による

就業機会の創出

公共スペースや空
き家等遊休施設の

個人活用

自宅での飲食店経営

個人間による子ども預かり・家事
の手伝い

保育園や介護施設の備えたシェ
アハウスの運営

クラウドソーシングなどの
在宅ワーク

個人の観光ガイド・
地元体験の提供

自家用車での有償運送

シェア自転車/自動車の設置

行政福祉サービスを
シェア事業者に運営委託

クラウドファンディング活用の税
金控除や活用支援遊休公共施設の民間活用

シェア×空間

シェア×移動シェア×スキル

シェア×お金

シェアリングシティ
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北海道天塩町・中頓別町：コストシェア型ライドシェア
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佐賀県多久市：クラウドソーシングで雇用機会創出
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熊本地震や西日本豪雨など、シェアリングエコノミー各社は、緊急

時のライフラインの一部を担い、被災者支援に貢献しています。

被災時対策として国や自治体による「公助」だけではなく、シェア

リングエコノミーのより一層の推進による「共助」の仕組み提供。

自治体・政府との連携が弱く、今後連携の強化を期待。

災害時にシェアによるCtoCの助け合い
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※2017年11月8日シェアリングシティ認定授与式記者会見
写真：小林史明総務省大臣政務官・協会代表理事重松大
輔・総務省小倉政信大臣政務官・認定自治体首長

15自治体をシェアリングシティとして認定
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